２０２０年９月　　日
令和３年度要請にあたって（事務局案）
鈴木知事をはじめとします千葉県庁の皆様には県民の暮らしの安全・安心・安定に向け、ご尽力されていますことに心より敬意を表しますとともに、一般社団法人千葉県労働者福祉協議会（略称・千葉県労福協）が取り組んでおります労働者福祉をはじめとする諸事業に対しまして、格別のご理解とご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、世界は新型ウィルス感染症の脅威に晒され、我が国でも経済・社会・雇用、人々の生活などに甚大な影響が及んでいます。これまでの日本社会におけるセーフティネットの脆弱性が、この危機的状況の中で一気に浮上してきています。
東京をはじめとした都市部を中心に、全国的に日々コロナ感染症患者が増加し、第２波の段階にきています。千葉県内でも、9月14日時点で累計感染者数が3,400名を超え、ほぼ県内全域に渡り、また、全年齢層において広がりを見せています。

とりわけ社会的弱者、仕事や住まいを失い生活困窮に陥った人や陥りかねない人々、学費納入が困難な学生や奨学金返済に苦しむ方々への支援が喫緊の課題となっています。
野田市で実施している生活困窮者自立支援事業においても、相談者数の大幅な増加が続いています。
雇用情勢は、完全失業率3.2%（南関東7月）、有効求人倍率0.88倍（千葉7月）と悪化しており、有効求人倍率が1.00倍を下回る（6月0.93倍）のは2015年5月以来、5年1ヶ月ぶりとなっています。
あらゆる政策を総動員するとともに、迅速な対応が引き続き求められています。

本年は、阪神・淡路大震災から25年、来年は東日本大震災から10年の節目を迎えます。近年でも全国的に台風や暴風雨による大規模災害が多発しており、千葉県でも昨年の台風１５号等が大きな爪痕を残し、今だに復旧回復に至っていない状況もあります。市町村と連携した復旧支援や被災者の生活再建支援等による施策の拡充が求められています。

千葉県労福協は、この間、「連帯・協同でつくる安心・共生の福祉社会」をめざし、労働者福祉の向上、労働者自主福祉運動・協同組合運動の推進を基本に、震災復興・再生支援、くらし何でも相談事業、奨学金問題や、フードバンク、消費者問題等々に取り組んでいます。
また、貧困や格差問題、無縁社会と言われる社会課題に対し、市民団体等との連携のもとに取り組んできました。生活困窮者自立支援制度では引き続き自立支援事業を自治体から受託し、その取り組みを進めているところです。また、長年にわたり求めてきた協同労働の協同組合の法制化も実現に向け正念場を迎えているところです。
こうした取り組みの中で、勤労者・生活者の政策・制度については、この間、構成団体と協議し、また、ＮＰＯ等の関係諸団体と連携し検討を重ね取りまとめてきました。

千葉県に対し次の内容を要請しますので、施政運営に反映されますようお願い申し上げます。
なお、新型コロナウィルス感染症について併せて政策要求致します。
Ⅰ．千葉県労働者福祉協議会についての要望
１．千葉県労働者福祉協議会への財政等の支援

千葉県労福協は勤労者である県民のための労働者福祉事業をはじめ、くらし何でも相談事業、認知症や自殺予防の事業や災害支援等を行うとともに、市民団体等と連携したフードバンク活動や消費者問題、格差・貧困問題等々、勤労者に限らず広く県民を対象とした公益性の高い事業を展開しています。また、生活困窮者自立支援制度による自立支援事業を共同企業体として野田市から受託し取り組んでいるところです。公益事業を含め勤労者・県民の生活・福祉の向上に一層取り組んでいく所存です。
この事業を進めるにあたっては、千葉県からの応援が必要不可欠であり、福祉事業補助金を維持されますよう引き続き要請します。（継続）
Ⅱ．ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成と協同組合・協同組織の促進・支援

１．協同組織の育成支援について
2016年に「協同組合において共通の利益を形にするという思想と実践」が、ユネスコ無形文化遺産へ登録されました。登録にあたりユネスコは、協同組合を「共通の利益と価値を通じてコミュニティづくりを行うことのできる組織であり、雇用の創出や高齢者支援から都市の活性化や再生エネルギープロジェクトまで、さまざまな社会的な問題へ創意工夫あふれる解決策を編み出している」としています。協同組合は人々の自治的な組織であり、自発的に手を結んだ人々が共同で所有し民主的に管理する事業体を通じて、共通の経済的、社会的、文化的なニーズと願いをかなえることを目的に活動しています。持続可能な社会の実現に向けて、相互扶助組織としての協同組合の社会的・公的な役割を発揮できるよう、一層の支援を要請します。（継続・生協連）
２．「協同労働の協同組合」の育成・支援
　　社会的に排除された人々の就労を通じた社会参加を促進する担い手としての「協同労
　働の協同組合」や社会的企業の果たす役割を重視し、その育成・支援を充実・強化する
　とともに、コミュニティにおける就労と事業化を促進するための施策を推進されるよう
　引き続き要請いたします。また、協同労働の協同組合法の法制化に向け正念場を迎えて
　おり、国への働きかけ等、実現に向け引き続きご支援をお願いいたします。（継続）
Ⅲ．大規模災害等の被災者支援と復興・再生および防災・減災対策の強化

１．防災・減災対策のさらなる推進
　①  昨年の台風災害等では、各自治体の初動のスピード感と的確さ、そして国・県・市
　　町村の連携とバックアップの重要性が明白となりました。
　　　千葉県が、これをまとめる中核的な存在となり、有事の際、即対応ができる体制と
　　「想定内・想定外」問わない迅速な対応について、さらなる充実強化されるよう要請
　　します（継続）
　②  災害支援のための財源を確保し、平時から行政、社協およびＮＰＯ等の民間団体が連携
　　して非常時に備える支援体制づくりを行うことが大切であり、千葉県災害ＶＣ連絡会等々
　　との一層の連携強化と支援の充実を要請します。（新規）
　③  災害に便乗した悪質商法・詐欺・空き巣等の犯罪防止に努め、予防啓発を徹底するよう
　　要請します。（新規：中央・新規）

２．被災者・避難者への生活支援

①  来年は東日本大震災から10年の節目を迎えます。被災地から千葉県内に避難して
　いる方々への支援策を市町村との密接な連携のもとに一層強化されるとともに、被災
　者・避難者支援を行っているＮＰＯ等、民間団体との連携や支援等、さらなる取り組
　みの強化を要請いたします。原発事故で国の避難指示が出ていない地域から避難した「自主避難者」への配慮や引き続きの支援を要請します。（継続）
※ちば市民活動・市民事業ｻﾎﾟｰﾄｸﾗﾌﾞ等と相談。
②  千葉県は、国に対し、被災者生活再建支援制度の拡充を働きかけるとともに、同制度を補完する千葉県独自の支援制度を新設または拡充し、住民への周知をはかるよう要請します。（新規：中央・見直し）
③  災害ボランティセンターの役割が大きくなっていることに鑑み、設置・運営のために公的な支援を行う。また、緊急的な復旧だけでなく、被災地の暮らし全般の復興を視野に入れた支援体制を強化するよう要請します。（新規：中央・新規）
３．再生可能エネルギー、省エネルギーの促進
2030年度を目標年度とした「千葉県地球温暖化対策実行計画」が着実に実行されることとあわせ、千葉県での取り組みの内容、進捗状況を市民に周知していくことを要請します。
世界各地で、地球温暖化に伴う気候変動により、多くの自然災害が発生しています。近年日本でも毎年のように豪雨災害が発生しており、令和元年房総半島台風による豪雨災害は記憶に新しいところです。まずは市民が地球温暖化について理解し、家庭やオフィスから排出される二酸化炭素の削減に向け行動できるよう、広報や学習の機会などを増やすよう要請します。（見直し・生協連）
Ⅳ．労働者の働き方・生活安定に関する要請

１．ディーセント・ワークの確立
（１）障害者雇用の促進

　2020年４月より施行された改正障害者雇用促進法について、千葉県は改正内容を確実に実行する。障害者一人ひとりの特性や場面に応じた合理的配慮の提供が適切に実施されるよう指導するとともに、県、市町村、及び関連公的機関の雇用率を引き続き調査・公表し、透明性のある運営を行うよう要請します。
（見直し：中央・見直し）

（２）職場におけるハラスメントの防止

　　千葉県は、職場におけるあらゆるハラスメントを根絶するため、2020年6月に施行された改正労働政策総合推進法におけるパワーハラスメントの防止措置の企業への義務づけを含め、あらゆるハラスメント防止に対する周知・指導を徹底するよう要請します。（見直し：中央・見直し）
２．中小企業勤労者の福祉格差の是正

中小企業勤労者の福祉格差の是正に向けて、中小企業勤労者福祉サービスセンター等が魅力あるサービスを提供し、自立と再生を果たすよう、千葉県としても連携の再構築と、積極的な役割を発揮し、関係市やサービスセンターへの支援・指導を強化されるよう引き続き要請します。（継続）→（見直しor終了）
　　　　　　　　　　　※ﾗｲﾌｱｯﾌﾟ野田等の意向等を確認し終了・見直しを判断する。
Ⅴ．くらしの安全・安心について

１．食の安全・安心、放射性物質の検査について
①  改正食品衛生法の７項目の改正点のうち、2020年６月１日までに５項目が施行されました。2021年６月の完全施行に向け、県民に対する改正点の周知、県内事業者に対する「HACCPに沿った衛生管理」等といった新制度実施のための支援・指導を強化されるよう要請します。合わせて、消費者が安心して食品を利用できるようリスクコミュニケーションの充実を図り、千葉県における食品安全行政の一層の充実を求めます。（見直し・生協連）
②  2019年10月より実質販売が可能となった「ゲノム編集技術を利用して得られた食品」について、消費者の不安や懸念に応えるよう、新たな技術に関する丁寧なリスクコミュニケーションを求めます。また「ゲノム編集技術を利用して得られた食品」を販売する場合、国への届け出や表示は任意となっています。県内の生産者等に対しては届け出及び表示を推奨するなど、消費者の選ぶ権利を保証するような施策を要請します。（見直し・生協連）
③  2015年に施行された食品表示法は旧表示からの移行期間が終了し、2020年４月に完全施行となりました。県内の食品の製造者、加工者、輸入者または販売者に対し、新たな食品表示基準に基づいた表示が徹底されるよう、監視指導の強化を図るよう要請します。
また、消費者に対しても新たな表示基準の周知及び食品表示の活用方法等の有用な情報の提供を要請します。（見直し・生協連）
④  近年、食品表示法や改正食品衛生法などといった食の安全を取り巻く施策が大きく変化し、県衛生研究所、保健所では新たな業務が派生し増加しています。特に今年は感染症対応の業務も急増し、過密な業務の中で職務の遂行が心配される状況です。県民の食の安全や健康を守るため、衛生研究所や保健所の体制及び財政強化は急務と考えます。千葉県衛生研究所、保健所の体制及び財政強化を要請します。（新規・生協連）
２．高齢者・障がい者支援
①  千葉県の高齢者人口は年々増加しており、高齢者の方が住み慣れた地域で暮らせるように、県民に対し「地域包括ケアシステム」の目的や主旨、また核となる「地域包括支援センター」の役割や機能について、広く周知啓発するよう要請します。
また、高齢者孤立化防止活動「ちばSSKプロジェクト」（しない、させない、孤立化！）についても、地域中の支え合いを推進するために積極的に広報することを要請します。（見直し・生協連）
②  千葉県高齢者保健福祉計画（平成30年度～平成32年度）に策定されている、県内市町村の「地域包括ケアシステム」構築のための多様な支援の継続と充実を要請します。
また現在、地域の担い手となる人材の育成と確保が大きな課題となっています。地域における「自助・互助・共助・公助」の醸成のためにも、地域のNPO法人、ボランティア、民間企業、協同組合、地域住民、市町村福祉部局などが連携し協力する先進的な活動事例の紹介など、具体的かつ実践的な支援を要請します。（新規・生協連）
３．医療及び介護対策の推進
　　①　要介護１・２には認知症の方が多く、利用者がサービスを受ける権利を保障するという
　　　観点からも要介護１・２に対する介護保険サービスの地域支援事業への移管にあたっては、
　　　サービスの低下を招く見直しとならないよう要請します。（見直し：中央・見直し）
　②　地域包括支援センターの機能を強化し、実施体制を整備するため、市町村ごとに基幹的
　　役割を果たす地域包括支援センターの設置を促進する。また、地域包括支援センターの安
　　定運営に向けて、市町村による財政措置、人材確保や教育研修などの施策を強化するよう
　　要請します。（新規：中央・新規）
Ⅵ．貧困のない社会に向けたセーフティネットの強化
　１．教育の機会均等　～奨学金制度等の拡充・改善と教育費の負担軽減～
　　　公立大学の授業料等を引き下げるための施策を講じること。また、「大学等における修学の支援に関する法律」施行に伴う新制度の実施（低所得者に限定した授業料減免制度と給付型奨学金の拡充）により、これまで公立大学が行ってきた授業料減免が縮小・後退しないよう、必要な措置を講ずるよう引き続き要請します。
（継続：中央・継続）
２．生活困窮者自立支援制度の拡充・強化と体制整備
　①　努力義務化された就労準備支援事業、家計改善支援事業については、2021年度までの集中的な取り組み期間において、県内全ての地方自治体において両事業が完全に実施されることを目指して取り組まれる事が重要と考えます、また、一時生活支援事業、子どもの学習・生活支援事業も含め、各任意事業の実施率を高めつつ、地方自治体間格差を是正し、全体的な底上げをはかられるよう取り組みの強化を要請します。（継続）
　②　改正法により、千葉県による市等への支援事業が創設され努力義務化されたことを受けて、県としての役割やイニシアティブを発揮し、市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を越えたネットワークづくりなどの支援を強化されるよう引き続き要請します。とりわけ、家計改善支援など専門性が求められる事業については、広域的事業の実施も含めて自治体間の調整や支援を行うよう一層の取り組みの強化を要請します。（継続）
　③　2020年度より実施される「就職氷河期世代活躍支援プラン」を踏まえ、「中高年引きこもり（８０５０）問題の当事者」と称される就労困難な世代に対する特段の就労支援策を講ずるよう要請します。現在、都道府県・指定都市に設置されているひきこもり地域支援センターを市町村にまで拡充させるよう、国への働きかけを要請します。
（新規：中央・新規）
３．子どもの貧困・虐待対策の強化
　　①　子どもの貧困対策にあたっては、当事者である子どもの視点を大切にし、「将来」だけ
　　　でなく、「現在」の生活支援、経済的支援、教育支援に取り組む基本姿勢を一層明確にす
　　　る。改正子ども貧困対策法や第二期「子どもの貧困対策大綱」をふまえ、努力義務化され
　　　た市町村における貧困対策計画の策定を進めるなかで、貧困の実態を把握し数値目標を含
　　　む具体的な貧困の削減目標を定めるなどの各種施策を講ずるよう要請します。
（新規：中央・新規）
　　②　野田市での虐待事件以降も児童の虐待死、児童虐待が続いている現状を踏まえ、2020
　　　年4月から順次施行されている改正児童虐待防止法、改正児童福祉法に基づき千葉県
　　　は実態把握、体制整備、関係機関との連携などの施策を強化するよう要請します。
　　　　また、児童相談所の増設や、児童福祉司、相談員、児童心理司等の人材育成・確保
　　　を進め、予防的な取り組みを強化し、児童虐待を防止するよう要請します。
（見直し：中央・見直し）
４．住宅セーフティネットの拡充
　　①　改正住宅セーフティネット法に基づく新たな住宅セーフティネット制度の周知を徹底し、
　　　住宅確保要配慮者の入居を拒まない登録住宅を増やすとともに、家賃低廉化補助を拡充す
　　　る。また、同制度を機能させるために、居住支援協議会の設置や居住支援法人の指定を促　　　　　　　
進し、それらの活動への支援を強化するよう要請します。（見直し：中央・見し）
　　②　生活困窮者を食い物にする「貧困ビジネス」（追い出し屋、脱法ハウスなど）を根絶す
　　　るための規制を強化するよう要請します。（新規：中央・新規）
　　③　身寄りのない一人暮らしの高齢者等が増えているなか、低額所得者等に割安な家賃で提
　　　供する公営住宅で、入居希望者が保証人を確保できずに入居を拒まれる事例が相次いでい
　　　ます。2018年3月に国土交通省が都道府県と政令指定都市に保証人確保を条例から外すよう促す通知をしていることを踏まえ、公営住宅に入居を希望する際に保証人を求めている場合は、関連する条例を改正し、保証人確保の規定を廃止するよう要請します。
（新規：中央・新規）
Ⅶ．消費者行政の充実強化
　①　今、複雑化、多様化、高度化する消費者被害を防止するため、地方消費者行政の更なる充実が求められています。県消費者行政への安定した財源を確保するため国への財政支援を求めるとともに、地方消費者行政の格差が顕在化しないよう、千葉県独自の財政措置の確保を要請します。
　　　また、国による地方消費者行政強化交付金を積極的に活用し、県内消費者行政の推進を図るよう要望します。強化交付金は補助率２分の１であるため、自主財源の確保が必須です。交付金活用のためにも、重ねて千葉県独自の財政措置の確保を要請します。
（見直し・生協連）
　②　第三次千葉県消費者基本計画として提案されているように、消費者教育や広報啓発の　ため、様々な情報の可視化や、人的資源の可視化の推進を要望します。また、市町村には地域の人材を活用するためのコーディネート役を担われることを期待し、また県にはそのための助言や支援、連携を要請します。（見直し・生協連）
　③　増加する高齢者の消費者被害を防止するため、高齢者見守りを目的とした消費者行政部局と福祉部局、地域住民、消費者団体、適格消費者団体、警察などとの横断的かつ具体的な連携を強く要望します。あわせて、市町村に対する「消費者安全確保地域協議会」設置への支援を強めていただくよう要請します。
　　　2022年の成年年齢引き下げを見据え、若年者への消費者教育も喫緊の課題となっています。これまでの取り組みを評価しつつ、一層の強化を要請します。（見直し・生協連）
　④　安全・安心で暮らしやすい千葉県をめざし、地域で活動している消費者団体の育成、　支援を要望します。また、消費者被害防止のため悪質事業者に対し是正をもとめる「適格消費者団体」に対しても、県民に対する周知啓発や情報提供の呼びかけ、活動の継続に向けた連携や支援などの協力を要請します。（見直し・生協連）
Ⅷ．多重債務対策等

１．多重債務の誘発が懸念されるカジノ解禁について、指摘されている様々な懸念や課題について冷静に分析し、カジノは誘致しないよう引き続き要請します。（継続）
Ⅸ．フードバンク活動の促進
１．「食品ロスの削減の推進に関する法律案」の施行および「食品ロス削減推進基本計画」（2020年3月31日閣議決定）を踏まえ、地方自治体はフードバンクが継続的・安定的に発展できるよう、フードバンク団体の基盤強化（活動に必要な人件費への補助、事務所・倉庫・配送用車両等のインフラ整備への助成、人材育成など）に向けた支援策を拡充するための財源を確保するよう要請します。また、地方自治体が策定する食品ロス削減推進計画にフードバンク活動の支援を盛り込まれるよう要請します。（見直し）
　　　　　　　　　　　以　上
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